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1.  22年3月期の業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 21,514 △7.1 1,636 △13.0 1,667 △13.9 934 △15.2

21年3月期 23,159 6.7 1,881 39.9 1,935 49.7 1,101 59.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 114.04 ― 8.0 8.2 7.6
21年3月期 134.44 ― 10.1 10.1 8.1

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  ―百万円 21年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 19,490 11,910 61.1 1,453.19
21年3月期 20,482 11,343 55.4 1,383.99

（参考） 自己資本   22年3月期  11,910百万円 21年3月期  11,343百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 1,128 △320 △411 4,655
21年3月期 1,806 △628 △207 4,258

2.  配当の状況 

(注)21年３月期期末配当金の内訳 普通配当35円00銭 記念配当10円00銭 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 5.00 ― 45.00 50.00 409 37.2 3.7
22年3月期 ― 5.00 ― 29.00 34.00 278 29.8 2.4

23年3月期 
（予想）

― 5.00 ― 25.00 30.00 30.0

3.  23年3月期の業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

7,400 32.5 △650 ― △630 ― △390 ― △47.58

通期 22,000 2.3 1,400 △14.5 1,450 △13.0 820 △12.3 100.04
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4.  その他 

(1) 重要な会計方針の変更 

(注)詳細は、17ページ「重要な会計方針」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

(注)１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、28ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 8,197,500株 21年3月期 8,197,500株

② 期末自己株式数 22年3月期  1,111株 21年3月期  1,111株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記記載金額は、百万円未満を切り捨て表示しております。業績予測は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際
の業績は、今後様々な要因により予想数値と異なる場合があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につい
ては、３ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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（1）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績  

 当事業年度におけるわが国経済は、輸出や生産等、一部の指標上では持ち直してきているものの、自律性が弱く、

依然として厳しい状況で推移しました。 

建設業界におきましても景気悪化に伴う民間設備投資の落ち込みが激しく、同様に厳しい状況で推移しました。 

このような状況下にあって当社は、新しい経営ビジョン「New Design For The Next ～「計装」の総合力で、未

来を拓く」を平成21年４月１日付で制定し、その精神の下、空調計装関連事業の新設工事にあっては「案件情報の共

有化並びに組織的な営業の実践」、同既設工事にあっては「各種ツールを活用した提案ビジネスの推進」、産業計装

関連事業にあっては「エンジニアリング機能の本社集約化を活かした全社的事業展開」を戦略として掲げ、事業展開

してまいりました。 

しかしながら、受注高につきましては、空調計装関連事業、産業計装関連事業とも減少し、20,819百万円（前期

比17.4%減）となりました。 

 売上高につきましても、産業計装関連事業においては増加しましたが、空調計装関連事業において新設工事、既設

工事がともに減少したことにより、21,514百万円（同7.1%減）となりました。 

利益面につきましては、効率的な現場監理等の原価低減努力により売上総利益率は微増しましたが、売上高減少に

伴い、営業利益が1,636百万円（同13.0%減）、経常利益が1,667百万円（同13.9%減）、当期純利益は934百万円（同

15.2%減）となりました。 

②事業別の状況 

〔空調計装関連事業〕 

 空調計装関連事業につきましては、受注工事高は、新設工事、既設工事とも工場向け物件が減少したこと等によ

り、18,357百万円（前期比15.5%減）となりました。内訳は、新設工事が7,568百万円（同18.1%減）、既設工事が

10,788百万円（同13.6%減）でした。 

 完成工事高は、新設工事において商業施設向け物件が、既設工事において工場向け物件が減少したことを主因に、

18,380百万円（同9.6%減）となりました。内訳は、新設工事が6,768百万円（同16.9%減）、既設工事が11,612百万円

（同4.7%減）でした。 

 次期繰越工事高は、既設工事において減少したものの、新設工事において増加したため、10,195百万円（同0.2%

減）とほぼ横ばいとなりました。 

 また、制御機器類販売の受注高及び売上高は、361百万円（同26.5%減）となりました。 

 総じて、空調計装関連事業の受注高は18,719百万円（同15.8%減）、売上高は18,741百万円（同10.0%減）となりま

した。 

〔産業計装関連事業〕 

 主に工場や各種搬送ライン向けに、空調以外の計装工事及び各種自動制御工事を行う産業計装関連事業につきまし

ては、受注工事高は、設備工事や小型の補修・改修工事の減少等により、1,827百万円（前期比29.2%減）となりまし

た。 

 完成工事高は、VOCソリューション事業の実績計上及び搬送工事の増加等により、2,499百万円（同29.4%増）とな

りました。 

 次期繰越工事高は、受注の減少が響き、630百万円（同51.6%減）となりました。 

 また、制御機器類販売の受注高及び売上高は、272百万円（同33.3%減）となりました。 

 総じて、産業計装関連事業の受注高は2,100百万円（同29.8%減）、売上高は2,772百万円（同18.4%増）となりまし

た。 

③次期の見通し 

 今後の経済見通しにつきましては、新興国市場を中心とした世界的な景気回復基調に伴い、国内経済において懸念

されていた二番底は回避されたと言われており、最悪期は脱したものと思われます。 

 建設業界におきましては、中長期的には厳しい市場環境が予測されているものの、景気の底打ちに伴い、短期的に

は回復傾向に向かうものと思われます。 

  計装工事業界におきましても、一般的な建設市場と同様、景気の回復に伴い、徐々に受注、売上面では回復傾向に

向かうと思われます。 

 また、特に維持・更新・補修からなる既設市場においては、国策でもある省エネルギー化対策に関する設備投資も

期待されております。 

 しかしながら、利益面においては、営業環境が厳しい時期に受注した物件が次期において完成計上されることか

ら、総じて前期比で増収減益傾向の推移を辿るのではないかと思われます。 

 これらの状況を勘案し、当社の次期の業績見通しにつきましては、受注高22,200百万円、売上高22,000百万円、営

業利益1,400百万円、経常利益1,450百万円、当期純利益820百万円をそれぞれ見込んでおります。 

１．経営成績
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（2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

 当事業年度末における総資産は、前事業年度末に比べ991百万円減少し19,490百万円となりました。流動資産につ

きましては、前事業年度末に比べ878百万円減少し15,919百万円となりました。これは、主に有価証券の増加に対し

て売上債権の減少があったことによるものであります。固定資産につきましては、前事業年度末に比べ113百万円減

少し3,570百万円となりました。これは、主に長期性預金の払戻があったことによるものであります。 

 負債につきましては、前事業年度末に比べ1,558百万円減少し7,579百万円となりました。これは、主に流動負債に

おいて仕入債務及び未払法人税等の減少があったことによるものであります。 

 純資産につきましては、前事業年度末に比べ567百万円増加し11,910百万円となりました。これは、主に当期純利

益の計上による利益剰余金の増加があったことによるものであります。 

  ②キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ396百万円増加し

4,655百万円（前期比9.3％増）となりました。当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は

次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において営業活動の結果得られた資金は1,128百万円（同37.5％減）となりました。 

これは、主に仕入債務の減少903百万円及び法人税等の支払額983百万円に対して税引前当期純利益の計上1,646

百万円及び売上債権の減少1,562百万円があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は320百万円（同49.0％減）となりました。 

これは、主に定期預金の払戻による収入100百万円に対して投資有価証券の取得による支出413百万円があったこ

とによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において財務活動の結果使用した資金は411百万円（同98.7％増）となりました。 

これは、主に配当金の支払409百万円があったことによるものであります。 

  

（キャッシュ・フロー関連指標の推移）  

（注）1.各指標の内容 

    自己資本比率：自己資本／総資産 

    時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

      2.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）より算出しております。 

   3.キャッシュ・フロー対有利子負債比率は、有利子負債が存在しないため記載しておりません。 

   4.インタレスト・カバレッジ・レシオは、支払利息の発生がないため記載しておりません。 

  

（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  当社は、利益還元について、積極的に対処する所存であります。 

      具体的には、業績に多大な影響を及ぼす事象や新規設備投資計画が無い限り、配当性向を一定に保ち、利益の伸長

    に見合う配当を通じて、株主に対し利益還元を行う方針であります。 

    当期につきましては、上記の基本方針と当期の業績の内容を総合的に勘案し、期末普通配当金を1株当り29円とす

  る予定であります。これにより、すでに実施いたしました中間配当金５円と合わせた年間配当金は34円となります。

    また、次期の配当につきましては、1株当たり30円（中間５円、期末25円）を予定しております。 

  なお、内部留保資金につきましては、必要に応じて、人材育成及び確保のための人的投資や事業領域拡大のため 

の資金として活用する方針であります。 

（4）事業等のリスク 

最近の有価証券報告書（平成20年６月30日提出）における「事業等のリスク」から重要な変更がないため開示を省

略しております。 

  平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期

自己資本比率（％）  56.4  58.8  55.4 61.1 

時価ベースの自己資本比率（％）  33.0  43.0  23.7 25.1 
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 当社は建設業法により、特定建設業者として国土交通大臣許可〔（特－17）第4709号、（特－19）第4709号〕及び

一般建設業者として国土交通大臣許可〔（般－17）第4709号、（般－19）第4709号〕を受け、ビルディングオートメ

ーション及びファクトリーオートメーション等自動制御システムの設計・施工等及び自動制御機器類の販売並びにこ

れらに関連する事業を行っております。 

 当社の事業は、空調計装関連事業と産業計装関連事業とに区分され、その内容は次のとおりであります。 

（空調計装関連事業） 

 空調計装関連事業は、オフィスビル、工場、病院、研究所、学校、商業施設等の非居住用建築物に対する空調計装

分野を対象とした事業で、「空調計装工事」としてその建築物の新設、増設又は改修に伴う空調自動制御システムの

設計、施工並びに施工後の保守、点検等を行うほか、「制御機器類販売」として自動制御盤、センサー、サーモスタ

ット等、空調を自動制御するための機器類を販売しております。 

 なお、空調計装関連事業は、新設建築物を対象とする新設部門と、既設建築物の維持、補修、更新を対象とする既

設部門とに区分して事業展開をしております。 

（産業計装関連事業） 

 産業計装関連事業は、空調計装以外のあらゆる計装分野を対象とした事業で、「産業計装工事」として各種自動制

御システムの設計、施工並びに施工後の保守、点検等を行っております。代表的なものとしては食品、薬品工場等の

各種生産工程における自動制御システムや、郵便局、新聞社等の搬送ラインにおける自動制御システムの設計、施工

等があげられます。また、マイクロガスタービンVOC処理システムの設計、施工並びに施工後の保守、点検等も行っ

ております。そのほか、「制御機器類販売」として調節計、流量計、工業用バルブ等の制御機器類を販売しておりま

す。 

事業の系統図は次のとおりであります。 

  

２．企業集団の状況
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（１）会社の経営の基本方針 

 当社は、「高い目標に挑戦する」「お客様に満足を提供する」「広く社会に貢献する」を経営理念とし、昭和34

年の創業以来、オフィスビル、工場、病院、研究所、学校、商業施設等の空調自動制御の設計から施工、メンテナ

ンスに至るまで、一貫したサービスを提供する「空調計装エンジニアリング会社」のパイオニアとして、お客様の

快適な環境づくりのお手伝いをさせて頂いてまいりました。 

 当社は、長い歴史で培ってきた計装の総合力を以って、省エネ化、快適化された低炭素社会の実現に貢献し、ス

テークホルダーの皆様と共に栄え、成長することを目指し、投資家の皆様のご期待に応えてまいる所存でございま

す。 

（２）目標とする経営指標 

 当社は、「収益重視の事業展開」を旨としていることから、株主の資金と利益の相関を表すROE（自己資本当期

純利益率）10％以上の持続的な達成を目標としております。 

（３）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

 建設業界におきましては、中長期的には市場そのものが縮小していくという厳しい予測がなされております。 

 一方で計装工事業界におきましては、バブル期の建築物の更新需要や、環境負荷低減、省エネルギー化といった

環境ビジネスの活性化などにより、維持、補修、改修投資を中心に、既設市場は堅調な推移を維持すると考えられ

ますが、マクロ環境の影響を受けやすい新設市場については、先行きに不透明感が強く、予断を許さない状況とな

っております。 

 このような状況を踏まえ、当社では平成21年４月１日付で、中長期的な経営指針とするべく、経営ビジョン

「New Design For The Next ～「計装」の総合力で、未来を拓く」を制定致しました。 

 当経営ビジョンの骨子は「『New Design（新しい構想、新しい企画、新しい設計）』でお客様にバリュー（価

値）を提供し（for the Customer）、企業として成長し（for the Success）、永続的な企業を目指す（for the 

Future）」というものであります。 

 具体的には、以下の３つのパートに分解されます。 

①New Design for the Customer 

・お客様とともに栄えるビジネスモデルの確立～計装バリューチェーンの極大化～ 

・お客様に評価される技術、サービスの追求 

②New Design for the Success 

・収益重視の事業展開 

・技術力、営業力、ノウハウの蓄積・結集・融合・継承 

③New Design for the Future 

・ビジョン実現のための人財の確保・育成 

・CSRの推進 

・新たな価値の創造 

 また当社では、上記経営ビジョン及び現下の経営環境を踏まえ、以下の３点を対処すべき課題と位置づけており

ます。 

①空調計装関連事業の新設工事にあっては、「営業力強化と安定的な受注量確保」 

②空調計装関連事業の既設工事にあっては、「低炭素社会のニーズに応える事業展開」 

③産業計装関連事業にあっては、「システムエンジニアリング力と品質管理の向上」 

 当社は、これらの対処すべき課題の解決に向け、各事業及び本社機能に明確かつ詳細なミッションを定め、事業

展開してまいります。 

（４）その他、会社の経営上重要な事項  

 該当事項はありません。 

３．経営方針
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 2,759,264 2,655,441

受取手形 1,307,386 1,050,093

完成工事未収入金 7,059,461 5,764,528

売掛金 184,033 174,528

有価証券 1,591,108 2,330,736

未成工事支出金 3,124,002 3,425,492

商品 12,465 14,294

材料貯蔵品 6,197 6,876

前払費用 69,496 70,014

繰延税金資産 626,155 388,430

その他 73,652 59,875

貸倒引当金 △15,090 △20,481

流動資産合計 16,798,133 15,919,832

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※1  457,593 ※1  461,817

減価償却累計額 △250,593 △266,099

建物（純額） ※1  206,999 ※1  195,718

構築物 ※1  16,109 ※1  16,109

減価償却累計額 △12,809 △13,310

構築物（純額） ※1  3,299 ※1  2,798

機械及び装置 1,170 1,170

減価償却累計額 △959 △996

機械及び装置（純額） 210 173

工具器具・備品 408,924 388,672

減価償却累計額 △310,459 △303,526

工具器具・備品（純額） 98,464 85,146

土地 ※1  621,297 ※1  621,297

リース資産 6,404 6,404

減価償却累計額 △2,562 △5,124

リース資産（純額） 3,842 1,280

有形固定資産計 934,113 906,414

無形固定資産   

商標権 1,890 4,626

ソフトウエア 342,503 252,986

ソフトウエア仮勘定 18,464 14,526

電話加入権 3,953 3,953

無形固定資産計 366,811 276,093
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,303,776 1,385,507

出資金 40,110 60,110

従業員に対する長期貸付金 5,244 17,497

破産更生債権等 6,466 5,646

長期前払費用 11,703 8,392

繰延税金資産 235,147 245,843

差入保証金 614,400 594,787

その他 191,273 93,016

貸倒引当金 △25,143 △22,822

投資その他の資産計 2,382,978 2,387,978

固定資産合計 3,683,904 3,570,486

資産合計 20,482,037 19,490,319

負債の部   

流動負債   

支払手形 ※1  1,728,317 ※1  1,312,349

工事未払金 ※1  2,640,721 ※1  2,139,950

買掛金 ※1  198,855 ※1  211,799

リース債務 2,562 1,440

未払金 ※1  157,362 ※1  20,469

未払費用 ※1  1,272,434 ※1  926,425

未払法人税等 995,006 523,366

未払消費税等 329,001 325,348

未成工事受入金 1,217,710 1,405,454

前受金 1,385 688

預り金 34,574 35,054

完成工事補償引当金 19,664 14,999

工事損失引当金 89,810 83,073

その他 2,242 68

流動負債合計 8,689,648 7,000,489

固定負債   

リース債務 1,440 －

退職給付引当金 302,328 385,312

役員退職慰労引当金 144,891 193,618

固定負債合計 448,659 578,930

負債合計 9,138,308 7,579,420
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 470,494 470,494

資本剰余金   

資本準備金 316,244 316,244

資本剰余金合計 316,244 316,244

利益剰余金   

利益準備金 89,686 89,686

その他利益剰余金   

別途積立金 8,760,000 9,360,000

繰越利益剰余金 1,757,754 1,682,615

利益剰余金合計 10,607,440 11,132,301

自己株式 △765 △765

株主資本合計 11,393,414 11,918,275

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △49,684 △7,376

評価・換算差額等合計 △49,684 △7,376

純資産合計 11,343,729 11,910,899

負債純資産合計 20,482,037 19,490,319
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高   

完成工事高 22,257,694 20,879,636

商品売上高 901,571 634,440

売上高合計 23,159,266 21,514,076

売上原価   

完成工事原価 15,851,651 ※1  14,817,522

商品売上原価   

商品期首たな卸高 13,502 12,465

当期商品仕入高 759,367 563,096

他勘定受入高 ※2  7,792 ※2  4,088

合計 780,662 579,649

他勘定振替高 ※3  123,470 ※3  116,854

商品期末たな卸高 12,465 14,294

差引 644,726 448,500

売上原価合計 16,496,377 15,266,023

売上総利益 6,662,888 6,248,052

販売費及び一般管理費   

役員報酬 212,167 275,602

従業員給料手当 2,485,539 2,224,888

退職給付費用 107,968 108,887

役員退職慰労引当金繰入額 24,001 48,727

法定福利費 330,547 317,515

福利厚生費 41,240 41,336

修繕維持費 36,838 46,560

事務用品費 105,659 94,260

通信交通費 215,320 216,496

広告宣伝費 31,611 33,724

貸倒引当金繰入額 5,985 4,291

貸倒損失 4,150 －

交際費 52,700 71,926

地代家賃 408,334 411,457

減価償却費 210,408 218,612

租税公課 55,202 52,299

保険料 22,425 25,169

その他 431,180 419,622

販売費及び一般管理費合計 ※4  4,781,281 ※4  4,611,379

営業利益 1,881,606 1,636,673
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 27,226 21,169

受取配当金 13,640 13,702

保険配当金 6,590 2,362

受取事務手数料 8,347 7,648

仕入割引 6,873 6,050

雑収入 8,285 4,357

営業外収益合計 70,963 55,290

営業外費用   

デリバティブ評価損 6,709 20,471

会員権評価損 7,345 －

雑損失 2,870 4,205

営業外費用合計 16,924 24,677

経常利益 1,935,645 1,667,286

特別利益   

固定資産売却益 － ※5  116

特別利益合計 － 116

特別損失   

固定資産除却損 ※6  4,385 ※6  5,338

投資有価証券評価損 28,929 588

賃貸借契約解約損 － 5,748

退職給付制度改定損 － 9,345

特別損失合計 33,315 21,020

税引前当期純利益 1,902,330 1,646,382

法人税、住民税及び事業税 978,000 513,800

法人税等調整額 △177,556 197,901

法人税等合計 800,443 711,701

当期純利益 1,101,886 934,680
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 470,494 470,494

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 470,494 470,494

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 316,244 316,244

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 316,244 316,244

資本剰余金合計   

前期末残高 316,244 316,244

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 316,244 316,244

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 89,686 89,686

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 89,686 89,686

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 8,360,000 8,760,000

当期変動額   

別途積立金の積立 400,000 600,000

当期変動額合計 400,000 600,000

当期末残高 8,760,000 9,360,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,260,777 1,757,754

当期変動額   

別途積立金の積立 △400,000 △600,000

剰余金の配当 △204,909 △409,819

当期純利益 1,101,886 934,680

当期変動額合計 496,976 △75,138

当期末残高 1,757,754 1,682,615
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 9,710,463 10,607,440

当期変動額   

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △204,909 △409,819

当期純利益 1,101,886 934,680

当期変動額合計 896,976 524,861

当期末残高 10,607,440 11,132,301

自己株式   

前期末残高 △765 △765

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △765 △765

株主資本合計   

前期末残高 10,496,437 11,393,414

当期変動額   

剰余金の配当 △204,909 △409,819

当期純利益 1,101,886 934,680

当期変動額合計 896,976 524,861

当期末残高 11,393,414 11,918,275

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 23,535 △49,684

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △73,220 42,308

当期変動額合計 △73,220 42,308

当期末残高 △49,684 △7,376

評価・換算差額等合計   

前期末残高 23,535 △49,684

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △73,220 42,308

当期変動額合計 △73,220 42,308

当期末残高 △49,684 △7,376
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 10,519,972 11,343,729

当期変動額   

剰余金の配当 △204,909 △409,819

当期純利益 1,101,886 934,680

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △73,220 42,308

当期変動額合計 823,756 567,169

当期末残高 11,343,729 11,910,899
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 1,902,330 1,646,382

減価償却費 231,682 239,119

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△は
減少）

79,543 131,711

貸倒引当金の増減額（△は減少） △21,700 3,070

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 1,258 △4,664

工事損失引当金の増減額（△は減少） △14,777 △6,736

受取利息及び受取配当金 △40,866 △34,871

有形固定資産除却損 4,385 3,036

無形固定資産除却損 － 2,301

投資有価証券評価損益（△は益） 28,929 588

デリバティブ評価損益（△は益） 6,709 20,471

会員権評価損 7,345 －

売上債権の増減額（△は増加） △606,032 1,562,552

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △529,141 △301,490

たな卸資産の増減額（△は増加） 306 △2,508

仕入債務の増減額（△は減少） 409,439 △903,276

未成工事受入金の増減額（△は減少） 563,011 184,873

未払消費税等の増減額（△は減少） 20,686 △3,158

その他 328,923 △466,043

小計 2,372,033 2,071,357

利息及び配当金の受取額 39,119 40,235

法人税等の支払額 △604,399 △983,094

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,806,753 1,128,498

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の償還による収入 － 90,000

有形固定資産の取得による支出 △54,920 △60,485

無形固定資産の取得による支出 △102,219 △78,795

投資有価証券の取得による支出 △512,913 △413,076

投資有価証券の売却による収入 422 －

投資有価証券の償還による収入 27,250 52,000

定期預金の払戻による収入 － 100,000

出資金の払込による支出 － △20,000

貸付けによる支出 △2,700 △15,300

貸付金の回収による収入 2,253 3,180

敷金及び保証金の差入による支出 △6,552 △19,036

敷金及び保証金の回収による収入 14,664 36,130

その他 6,441 4,951

投資活動によるキャッシュ・フロー △628,273 △320,431
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △2,402 △2,562

配当金の支払額 △204,684 △409,003

財務活動によるキャッシュ・フロー △207,086 △411,565

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 971,393 396,501

現金及び現金同等物の期首残高 3,287,142 4,258,535

現金及び現金同等物の期末残高 ※  4,258,535 ※  4,655,036
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 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．有価証券の評価基準

及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブ等の評

価基準及び評価方法 

デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

３．たな卸資産の評価基

準及び評価方法 

(1）未成工事支出金 

個別法による原価法 

(1）未成工事支出金 

同左 

  (2）商品及び材料貯蔵品 

  総平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）を採用しております。

  

（会計方針の変更）  

 当事業年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号 

平成18年７月５日公表分）を適用してお

ります。 

 これによる、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益に与える影響は軽微で

あります。  

(2）商品及び材料貯蔵品 

 総平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）を採用しております。
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項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

４．固定資産の減価償却

の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。 

 なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。  

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左   

  (2）無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によってお

ります。 

 ソフトウェア（自社利用）について

は、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左          

  (3）リース資産  

 所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産については、リ

ース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。  

(3）リース資産  

同左 

  (4）長期前払費用 

 均等償却によっております。 

 なお、償却期間については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によってお

ります。 

(4）長期前払費用 

同左 
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項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れに備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保、アフターサ

ービス等の費用の支出に備えるため、過

去の補修費支出の実績割合に基づき必要

と見積られる額を計上しております。 

(2）完成工事補償引当金 

同左 

  (3）工事損失引当金 

 受注工事の損失発生に備えるため、期

末手持ち受注工事のうち損失の発生が見

込まれ、かつ金額を合理的に見積ること

のできる工事について損失見積額を計上

しております。  

(3）工事損失引当金 

             同左 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理しております。 

(4）退職給付引当金 

             同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「「退職給付に係る会

計基準」の一部改正（その３）」（企業会

計基準第19号 平成20年７月31日）を適用

しております。 

 なお、これによる営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益に与える影響はありま

せん。 

（追加情報） 

 平成22年１月１日より適格退職年金制度

を廃止して、確定給付企業年金制度及び確

定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制度

間の移行等に関する会計処理（企業会計基

準適用指針第１号）」を適用しておりま

す。 

 この移行に伴い退職給付制度改定損9,345

千円を特別損失に計上しております。  

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充てるた

め、内規に基づく期末要支給額の100％

を引当計上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 
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項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

６．収益及び費用の計上

基準 

 完成工事高の計上は、工事完成基準によっ

ております。 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

イ 当事業年度末までの進捗部分について成

果の確実性が認められる工事 

 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは

原価比例法） 

ロ その他の工事 

 工事完成基準 
  

（会計方針の変更） 

 請負工事に係る収益の計上基準について

は、従来、工事完成基準を適用しておりま

したが、当事業年度より、「工事契約に関

する会計基準」（企業会計基準第15号 平

成19年12月27日）及び「工事契約に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第18号 平成19年12月27日）を適用

し、当事業年度に着手した工事契約から、

当事業年度末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事については工事

進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比

例法）を、その他の工事については工事完

成基準を適用しております。 

 これにより、売上高は93百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

は、それぞれ19百万円増加しております。 

７．キャッシュ・フロー

計算書における資金

の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。 

同左 

８．その他財務諸表作成

のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、前事業年度末

における未経過リース料期末残高相当額を取得価額とし、

期首に取得したものとしてリース資産に計上する方法によ

っております。 

 これによる、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

に与える影響はありません。  

─────── 

表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（損益計算書） 

 前期まで区分掲記しておりました「投資事業組合運用

益」（当期1,038千円）は、営業外収益の100分の10以下と

なったため、営業外収益の「雑収入」に含めて表示するこ

とにしました。  

  

（キャッシュ・フロー計算書） 

１．営業活動によるキャッシュ・フローの「投資事業組合

運用損益」は、当期において、金額的重要性が乏しく

なったため「その他」に含めております。 

 なお、当期の「その他」に含まれている「投資事業

組合運用損益」は△1,038千円であります。 

２．投資活動によるキャッシュ・フローの「出資金の運

用、返還による収入」は、当期において、金額的重要

性が乏しくなったため「その他」に含めております。

 なお、当期の「その他」に含まれている「出資金の

運用、返還による収入」は1,038千円であります。 

─────── 

  

  

  

  

  

─────── 
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。 

（担保に供している資産） （担保に供している資産） 

建物 44,359千円 

構築物 1,429  

土地 123,687  

計 169,475  

建物 40,863千円 

構築物 1,226  

土地 123,687  

計 165,776  

（上記に対応する債務） （上記に対応する債務） 

支払手形 2,810千円 

工事未払金 1,279,021  

買掛金 178,630  

未払金  4,879  

未払費用 1,491  

計 1,466,832  

支払手形 16,250千円 

工事未払金 998,523  

買掛金 192,970  

未払金  1,346  

未払費用 4,802  

計 1,213,893  

２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行２行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。  

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円 

借入実行残高 －  

差引額 1,000,000  

２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行２行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。  

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円 

借入実行残高 －  

差引額 1,000,000  

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

 １．             ───────  

  

※２．他勘定受入高は、主として未成工事支出金からの受

入であります。 

※１．売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 

83,073千円 

※２.          同左 

※３．他勘定振替高は、未成工事支出金に振り替えたもの

であります。 

※３．         同左 

※４．研究開発費 ※４．研究開発費 

 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は70,311

千円であります。 

５．             ───────  

 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は

千円であります。 

※５. 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

68,800

投資その他の資産（その他） 116千円 

※６．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※６．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 1,814千円 

工具器具・備品 2,571  

計 4,385  

建物 98千円 

工具器具・備品 

ソフトウエア 

2,938

2,301

  

  

計 5,338  
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前事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（注）１株当たり配当額には、創立50周年記念配当10円を含んでおります。  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末
株式数（株） 

当事業年度増加
株式数（株） 

当事業年度減少 
株式数（株） 

当事業年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  8,197,500  －  －  8,197,500

合計  8,197,500  －  －  8,197,500

自己株式         

普通株式  1,111  －  －  1,111

合計  1,111  －  －  1,111

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  163,927  20 平成20年３月31日 平成20年６月30日 

平成20年11月４日 

取締役会 
普通株式  40,981  5 平成20年９月30日 平成20年12月８日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  368,837 利益剰余金  45 平成21年３月31日 平成21年６月29日
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当事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

（注）平成21年３月31日を基準とする配当金45円には、創立50周年記念配当10円を含んでおります。 

  

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  次のとおり決議を予定しております。    

  

  
前事業年度末
株式数（株） 

当事業年度増加
株式数（株） 

当事業年度減少 
株式数（株） 

当事業年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  8,197,500  －  －  8,197,500

合計  8,197,500  －  －  8,197,500

自己株式         

普通株式  1,111  －  －  1,111

合計  1,111  －  －  1,111

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 368,837 45 平成21年３月31日 平成21年６月29日 

平成21年11月４日 

取締役会 
普通株式 40,981 5 平成21年９月30日 平成21年12月７日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  237,695 利益剰余金  29 平成22年３月31日 平成22年６月30日
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決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。  

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成21年３月31日現在） （平成22年３月31日現在） 

現金預金勘定 

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券） 

2,759,264

1,499,271

千円 

  

  

現金及び現金同等物 4,258,535  

現金預金勘定 

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券） 

2,655,441

1,999,594

千円 

  

  

現金及び現金同等物 4,655,036  

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

 ファイナンス・リース取引 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

１．リース資産の内容 

有形固定資産 

 社用車（車両運搬具）であります。 

２．リース資産の減価償却の方法 

 重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。  

 ファイナンス・リース取引 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

１．リース資産の内容 

         同左 

  

２．リース資産の減価償却の方法 

         同左 

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）
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１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、従来、確定拠出年金制度と確定給付型の制度としての適格退職年金制度及び退職一時金制度を併

用しておりましたが、そのうち適格退職年金制度について平成22年１月１日に制度改定を行い、確定給付企

業年金制度及び確定拠出年金制度へ移行しております。これにより確定拠出年金制度は退職給付制度全体の

50％相当額に増加しております。 
  

２．退職給付債務に関する事項 

  

３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（退職給付関係）

  
前事業年度

（平成21年３月31日） 
当事業年度

（平成22年３月31日） 

(1）退職給付債務（千円）  △2,103,491  △1,555,413

(2）年金資産（千円）  1,601,411  1,066,797

(3）未積立退職給付債務（千円）(1)＋(2)  △502,080  △488,616

(4）未認識数理計算上の差異（千円）  134,139  47,064

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額）(千円)  65,611  56,238

(6）貸借対照表計上額純額（千円） 

(3)＋(4)＋(5) 
 △302,328  △385,312

(7）前払年金費用（千円）  －  －

(8）退職給付引当金（千円）(6)－(7)  △302,328  △385,312

  
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(1）勤務費用（千円）  121,037  112,281

(2）利息費用（千円）  41,588   39,252

(3）期待運用収益（減算）（千円）  16,918  14,631

(4）数理計算上の差異の費用処理額（千円）  18,740  23,698

(5）過去勤務債務の費用処理額（千円）  9,373  9,373

(6）退職給付費用（千円）  173,821  169,973

(7）退職給付制度改定損（千円）  －  9,345

計（千円）   173,821  179,318

前事業年度 
（平成21年３月31日）   

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

（注）１．上記退職給付費用以外に、確定拠出型の退職

給付費用として34,751千円を計上しておりま

す。 

（注）２．             ───────  

  （注）１．上記退職給付費用以外に、確定拠出型の退職

給付費用として 千円を計上しておりま

す。 

（注）２．適格退職年金制度から確定給付企業年金制度

及び確定拠出年金制度への移行に伴う損益への

影響額は次の通りであります。 

41,283

退職給付債務の減少 580,168千円 

年金資産の減少  

未認識数理計算上の差異 

△567,281

△22,231

  

  

     計 △9,345  

  
前事業年度

（平成21年３月31日） 
当事業年度

（平成22年３月31日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(2）割引率（％）  2.0  2.0

(3）期待運用収益率（％）  1.0  1.0

(4）過去勤務債務の額の処理年数（年）  10  10

(5）数理計算上の差異の処理年数（年）  10  10

日本電技㈱ （1723） 平成22年３月期決算短信（非連結）

26



該当事項はありません。 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

前事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分

の５以下であるため、注記を省略しております。  

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

        該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係）

（税効果会計関係）

          （単位：千円）

  
前事業年度

（平成21年３月31日現在）   
当事業年度

（平成22年３月31日現在）

繰延税金資産               

貸倒引当金    11,591        12,789   

未払賞与    436,977        265,764   

退職給付引当金    123,047        156,822   

役員退職慰労引当金    58,970        78,802   

未払事業税    78,047        44,688   

その他    269,786        201,516   

繰延税金資産小計    978,422        760,383   

  評価性引当額    △117,006        △124,251   

繰延税金資産合計    861,415        636,132   

繰延税金負債               

その他有価証券評価差額金    △112        △1,857   

繰延税金負債合計    △112        △1,857   

繰延税金資産の純額    861,302        634,274   

（単位：％）

    
当事業年度

（平成22年３月31日現在）

法定実効税率      40.7   

（調整）         

交際費等永久に損金に算入されない項目      2.3   

受取配当金等永久に益金に算入されない 

項目 
     △0.2   

住民税均等割額等      0.4   

評価性引当額      0.4   

その他      △0.4   

税効果会計適用後の法人税等の負担率      43.2   

（持分法損益等）

（企業結合等関係）

（賃貸等不動産関係）

（関連当事者情報）
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 （注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,383.99円 

１株当たり当期純利益 134.44円 

１株当たり純資産額 1,453.19円 

１株当たり当期純利益 114.04円 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載をしておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載をしておりません。 

  
前事業年度

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当期純利益（千円）  1,101,886  934,680

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  1,101,886  934,680

期中平均株式数（千株）  8,196  8,196

（重要な後発事象）
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 （注）上記の表には制御機器類販売に係る受注高及び売上高は含まれておりません。 

  

５．その他

（1）役員の異動  

    該当事項はありません。 

  

（2）事業種類別受注工事高、完成工事高、繰越工事高 

（単位：千円）

項目 事業別 

前事業年度
(自 平成20年4月１日 
至 平成21年3月31日) 

当事業年度
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 増減(△)額 増減(△)率

金    額 構成比 金    額 構成比 

受 注 

工事高 

    ％   ％   ％

空調計装関連事業  21,729,605  89.4  18,357,344  90.9  △3,372,261  △15.5

産業計装関連事業  2,581,732  10.6  1,827,653  9.1  △754,079  △29.2

合      計  24,311,338  100.0  20,184,997  100.0  △4,126,340  △17.0

完 成 

工事高 

空調計装関連事業  20,325,736  91.3  18,380,199  88.0  △1,945,536  △9.6

産業計装関連事業  1,931,958  8.7  2,499,437  12.0  567,478  29.4

合      計  22,257,694  100.0  20,879,636  100.0  △1,378,058  △6.2

繰 越 

工事高 

空調計装関連事業  10,218,684  88.7  10,195,829  94.2  △22,855  △0.2

産業計装関連事業  1,301,946  11.3  630,162  5.8  △671,783  △51.6

合      計  11,520,630  100.0  10,825,991  100.0  △694,638  △6.0
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